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はじめに

統計データアーカイブとは，「統計調査など

で得られた個票データを整理，収録し，その散

逸を防ぐとともに，当初の利⽤を超えた⼆次的

な利⽤のために提供するための機構
(1)
」である。

統計データアーカイブ（以下，単にデータアー

カイブと呼ぶ）は，後にみるようにイギリス・

アメリカなどにおいて⼤規模な機構としてかな

り以前から存在し，政府統計・⺠間統計を含ん

だ多種多様なミクロデータを提供し，多くの利

⽤者がそのデータを利⽤して様々な分析がなさ

れてきた。

こうした欧⽶の状況に⽐して，わが国に本格

的なデータアーカイブとして東京⼤学社会科学

研究所附属⽇本社会研究情報センターに SSJ

データアーカイブ（Social Science Japan Data

Archive）が設⽴されたのはごく最近になって

からで，1996 年のことである
(2)
。ただし，この

データアーカイブで扱われているのは⺠間の

データのみであり，⺠間の調査実施者からデー

タの寄託を受け，それを保存し，利⽤希望者に

提供することによって，⼆次的利⽤を⾏うため

の窓⼝となっている。SSJ データアーカイブの

他にも，⼤阪商業⼤学，札幌学院⼤学，家計経

済研究所などで，利⽤できるデータはそれほど

多くはないものの，⼆次的利⽤のためのデータ

が提供されている。

しかしながら，政府統計に関しては，わが国

で本格的なデータアーカイブは存在しておら

ず，政府統計の⼆次的利⽤が諸外国に⽐べて積

極的に⾏われているとはいえない。⼆次的利⽤

の拡⼤については，10 年以上前に出された総務

庁統計局統計基準部（1995）の「統計⾏政の新

中・⻑期構想」においてすでに指摘され，さら

に各府省統計主管部局⻑等会議（2003），そして

⼩泉内閣の構造改⾰路線をも背景とした内閣府

経済社会統計整備推進委員会（2005）などでも

要請されているところである。試験的には，政

府統計についても，いくつかのプロジェクトで

匿名標本データを中⼼に提供されてはいる
(3)
。

また，こうしたプロジェクトを通じてではなく

統計データの「⽬的外使⽤」として，直接，総

務省に申請し，個票データを利⽤する⽅法もあ

る。しかしながら，申請⼿続きの煩雑さや審査

期間の⻑さなど様々な制約があり，必ずしも利

⽤勝⼿がよいとはいえない。このような背景か

ら，わが国においても，政府統計に関する本格

的なデータアーカイブの設⽴が望まれているの

である。

もしわが国にこうしたデータアーカイブが設

⽴されるとしたら，どのような形態が望ましい

のであろうか。もちろん，わが国の統計制度に

適ったものがよいだろうが，既に存在している

諸外国のデータアーカイブを参考にすることも

必要であろう。本論⽂の⽬的は，わが国のデー

タアーカイブの設置に参考となるであろう国の

１つとしてオーストラリアを選び現状を概説し

た上で，それを参照しながらわが国のデータ

アーカイブの望ましい形を展望することであ

る。オーストラリアを選定した理由は，ミクロ

データの提供の体系が，イギリスやアメリカな
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どに⽐べて⽐較的⼩規模で，これから政府統計

のデータアーカイブの設置を考えるわが国に

とって，参考にしやすいと思われるからである。

本論⽂の構成は以下の通りである。第１節

で，諸外国のデータアーカイブに関してごく簡

単に要約する。第２節では，オーストラリア統

計局（Australian Bureau of Statistics ; ABS）

によって提供されている政府統計のミクロデー

タである CURFs（Confidentialised Unit Re-

cord Files）に関して，いくつかの側⾯から現状

をみていく。さらに第３節では，オーストラリ

アの唯⼀のデータアーカイブとして ASSDA

（Australian Social Science Data Archive ;

オーストラリア社会科学データアーカイブ）を

取り上げ，その設⽴の経緯やミクロデータの提

供状況について概説する。そして第４節では，

それらを踏まえた上で，わが国においてどのよ

うなデータアーカイブやミクロデータの提供が

望ましいのかに関してコメントする。

１．諸外国のデータアーカイブ

本節では，データアーカイブの先進国である

諸外国におけるデータアーカイブについて簡単

に紹介することにする。なお詳細は，統計研究

会（2003，2005）や内閣府経済社会統計整備推

進委員会（2005）などを参照されたい。

1.1 イギリス

イギリスには，いくつかのデータアーカイブ

があるが，その中で有名なのは，マンチェスター

⼤学内にある CCSR（Cathie Marsh Center for

Census and Survey Research）やエセックス⼤

学内にある UKDA（The U. K. Data Archive）

である。CCSRでは，センサスのミクロデータ

が提供され，UKDA は労働⼒調査をはじめと

する政府統計ならびに⺠間統計を提供してい

る。CCSRで提供されるセンサスのミクロデー

タは，SARs（Samples of Anonymised Records）

と呼ばれ，センサスの全データでなく，1-2％程

度が抽出されたデータである。

この他にも，Longtitudinal データを提供す

るロンドン⼤学内にある CeLSIUS（Centre for

Longitudinal Study Information and User Sup-

port）などもあり，さらに国家統計局（The

Office for National Statistics ; ONS）もミクロ

データを提供している。

1.2 アメリカ

アメリカのデータアーカイブとしては，

ICPSR（ Inter-university Consortium for Poli-

tical and Social Research）が最も有名であろう。

この機関は⼤学等の連合体（コンソーシアム）

であるが，センサス，CPS（Current Population

Survey）といった政府統計ならびに⺠間統計を

多数提供している。また，データの提供だけで

なく，サマーセミナーを実施し，ミクロデータ

の利⽤⽅法や実際の分析などに関する教育活動

も⾏っている。ミクロデータの提供については

この他にも，たとえば DataWebにおいて，専

⽤のブラウザを通じて，政府統計のミクロデー

タにアクセスすることができる。

1.3 その他の国

アメリカやイギリス以外でも，多くの国で

データアーカイブによって，ミクロデータが提

供されている。

カナダにおいては，カナダ統計局（Statistics

Canada）によって管轄される PUMFs（Public

UseMicrodata Files）や DLI（Data Liberation

Initiative）などといった形でミクロデータが提

供されている。またドイツにおいては，連邦統

計局（Federal Statistical Office Germany）や

ZUMA（Centre for Survey Research and

Methodology）によって，センサスを含んだミ

クロデータが提供されている。この他にもオー

第７巻 第２号70



ストラリア，オランダ，フランス等々多くの国

で，規模や提供されるデータに違いはあるもの

のデータアーカイブが設置され，政府統計のミ

クロデータが提供されている。

本論⽂では，これらのうち，わが国のデータ

アーカイブやミクロデータの提供の将来的な展

望を⾏うために，オーストラリアを取り上げる。

オーストラリアを選択した理由は，⺠間統計に

関しては，わが国と同様に１つの主要なデータ

アーカイブが存在していること，政府統計に関

しては，オーストラリア統計局（Australian

Bureau of Statistics ; ABS）が専ら提供してお

り，わが国の今後の実現可能と思われる状況と

の対応関係がみやすいであろうことの２点であ

る。

２．ABSと CURFs

よく知られているように，オーストラリアの

統計機構は，わが国のような分散型とは異なり，

集中型である。集中型としてのオーストラリア

の統計制度の中⼼となる機関は，ABS である。

もちろん，様々な統計が他機関によっても調査

されているが，センサスをはじめ主要な統計調

査はABS によって実施，提供されている。

データアーカイブとは，はじめに述べたよう

に，政府による統計調査や⺠間のアンケート調

査など様々な調査について，その個票データな

らびに調査票などの関連する資料（メタデータ）

の寄託を受け，必要であれば秘匿などの措置を

施した上で，それらを保管し，⼆次的な利⽤の

ためにそれらを第三者に提供する組織である。

このような寄託も含めた定義からすると，集中

型統計機構の中⼼であるABS をデータアーカ

イブに位置づけることには，若⼲の違和感があ

るかもしれない。しかし，ABS は CURFsと呼

ばれるミクロデータの提供を⾃ら⾏っている。

そこで，本節では，データアーカイブとしての

ABS の機能，すなわち ABS によるミクロデー

タの提供状況についてみていくことにする
(4)
。

2.1 CURFs とは
(5)

ABS は，オーストラリアの政府統計の中⼼

として，センサスをはじめ，家計調査，労働⼒

調査，住宅調査など主要な調査を実施している。

それらのデータは，報告書の形だけでなく，イ

ンターネットを通じてももちろん公表されるよ

うになっている。さらに ABS では，主要な調

査のミクロデータを CURFs（Confidentialised

Unit Record Files ; 秘匿化された個票ファイ

ル）と呼び，⼀定の制約のもとで提供を⾏って

いる。CURFsでは，その名前からもわかるよ

うに，当然のことながら秘匿のため名前や住所

など個⼈の特定化が可能となるような情報は取

り除かれており，さらにその他の情報に関して

も，秘匿のために必要に応じて制限されたり，

変更されるといった処理も⾏われている。イギ

リスのデータアーカイブでは，秘匿化されたミ

クロデータを前述のように SARs（Samples of

Anonymised Records）などと呼んでいるが，

CURFsはそれに対応するものと考えればよい

だろう。

CURFs提供の法的根拠となっているのは，

オーストラリアの「センサスおよび統計法 1905

（Census and Statistics Act 1905）」の第 13条

第１項，ならびに「統計省令 1983（Statistics

Determination 1983）」の第７条である。前者

が統計情報の開⺬のための法令を別途定めるこ

とを⺬し，後者ではより具体的に，個票データ

から⽒名や住所などを除去し，個⼈を特定でき

ないようにした上で統計情報を開⺬できること

を明⺬したものである
(6)
。このように，ミクロ

データの提供に関して法的な裏付けが存在して

いるのは，わが国の状況とは⼤きく異なってい

る。
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2.2 CURFs で提供されるミクロデータ

ABS の CURFsのうち主要なものが，表１に

⺬されている。これらのデータは，基本的に

ABS によって実施されている調査であり，セ

ンサス（Census ; 国勢調査）をはじめ，住宅調

査（Housing Survey），家計調査（Household

Expenditure Survey），所得・住宅費調査（In-

come and Housing Costs Survey），労働移動調

査（LabourMobility），国⺠健康調査（National

Health Survey），⽣活時間調査（Time Use

Survey）などがあり，州に関するデータも含ま

れている。

各調査で提供されているデータ等の内容（変

数や回答項⽬など）は，ウェブサイトのそれぞ

れの調査のリンクをたどることによって確認す

ることができる。なお，センサスに関しては，

世帯標本ファイル（Household Sample File）が

提供されている
(7)
。その標本は，⺠間住居から

１パーセントの世帯が無作為に抽出され，その

構成要員が対象となるとともに，さらに⾮⺠間
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調査名 年次 提供内容

Australian Housing
Survey

1994 Basic

1996 Basic

Census
― Household Sample File ―

1981 Basic

1986 Basic

1991 Basic

1996 Basic

2001 Basic & Expanded

Child Care Survey

1993 Basic

1996 Basic

1999 Basic & Expanded

2001 Expanded

2005 Expanded

Disability, Ageing and
Carers

1993 Basic

1998 Basic

2003 Basic

Education and
Training Experience

1989 Basic

1993 Basic

1997 Basic

Education and
Training

2001 Basic

2005 Basic

Education and Work

2001 Basic

2003 Basic

2005 Basic

Household Expenditure
Survey

1975-76 Basic

1984 Basic

1988-89 Basic

1993-94 Basic

1998-99 Basic

調査名 年次 提供内容

Household
Expenditure Survey
and the Survey of
Income and Housing

2003-04 Basic & Expanded

Income and Housing
Costs Survey

1990 Basic

1994-95 Basic

1995-96 Basic

1996-97 Basic

1997-98 Basic

1999-00 Basic

Jan-00 Basic & Expanded

Labour Mobility

1984 Basic

1991 Basic

1994 Basic

National Health Survey

1977-78 Basic

1983 Basic

1989-90 Basic

1995 Basic

2001 Basic & Expanded

2004-05 Basic & Expanded

National Health
Survey, Indigenous

2001 Expanded

Rental Investors’
Survey

1993 Basic

1997 Basic & Expanded

Time Use Survey
1992 Basic

1997 Basic

（出典）ABS のウェブサイト

表１ ABS で提供される主な CURFs



住居より１パーセントの無作為標本も抽出さ

れ，対象に加えられる。そして，住居に関する

情報（住居のタイプ，⾃動⾞の数など），世帯に

関する情報（世帯収⼊，家族構成など），個⼈に

関する情報（性別，年齢，出⽣地，労働状態な

ど）がミクロデータとして提供される。

また，表１に⺬されているように CURFsに

は，Basic CURFsと Expanded CURFsの２種

類がある
(8)
。表にみられるように過去の調査で

はほとんど Basic CURFsしか利⽤できないが，

最近の調査については，Basic と Expandedの

両⽅が利⽤可能になっている場合が多い。

Basic と Expandedの違いは，Expandedの

⽅がより詳細な情報を含むということである

が，両者の違いは調査ごとに異なっており，相

対的なものである。表２では，2001 年のセンサ

スを例にとって，両者の違いをいくつかの変数

について⺬してある。年齢が両者の違いを⺬す

典型的な変数の１つであり，Basic CURFsでは

25 歳以上は５歳階級別であるが，Expanded

CURFsでは１歳階級となっている。また，た

とえば家族構成は，Expanded CURFs ではも

との調査項⽬がそのまま利⽤できるが，Basic

CURFsでは⼀部の項⽬が統合されている。両

者の違いは，標本の⼤きさや利⽤できる変数の

数ではなく，変数の中でどの程度詳細な情報が

得られるかである。

2.3 CURFs の利⽤条件

2.3.1 申請

CURFsの利⽤は，所定の申請書類（誓約書

を含む）を提出し，ABS による審査を通過する

ことによって可能となる。審査結果は２週間以

内で申請者に連絡される。また，利⽤者は

CURFsを 12 か⽉間保有することができ，延⻑

のオプションもある。申請書類は，CURFsの

ウェブサイトからダウンロードできるように

なっている。

ここで申請者は，⾃らの連絡先や利⽤する

CURFs名などの基本的な情報を提⺬するとと

もに，統計⽬的以外で利⽤しない，個⼈や組織

を特定するような試みを⾏わない，他⼈に情報

を提供しない，CURFsのトレーニング・マニュ

アル（Responsible Access to ABS Confiden-

tialised Unit Record Files（CURFs）Training

Manual）の内容に従って利⽤する，などを誓約

することになる。

また，上記に誓約事項に違反する⾏為（個⼈

や組織を特定したり，他⼈へ情報を漏えいした

場合）に対しては，前述の「センサスおよび統

計法 1905」の第 19条第２項に基づき，5000豪

ドル以下の罰⾦，または２年以内の懲役（また

はその両⽅）の罰則が⽤意されている。
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表２ Basic CURFsと Expanded CURFsの主な違い（2001 年センサス）

変数 Basic CURFs Expanded CURFs

地域 48 地域（⼈⼝ 250,000 以上） 63地域（⼈⼝ 124,000 以上）

世帯収⼊ 最⾼階級は 1500豪ドル以上 最⾼階級は 2,000豪ドル以上

家族構成 項⽬を統合 項⽬は統合なし

年齢
24歳までは１歳階級
25-84歳は５歳階級
85歳以上は１つの階級

84歳までは１歳階級
85歳以上は１つの階級

職業 １ケタ分類 ２ケタ分類

（出典）Trewin (2003).



2.3.2 User - Contact Officer - Responsible

Officer

CURFsが提供され，実際にそれを利⽤する

のはもちろんユーザー（User）であるが，

CURFsを申請・利⽤するにあたっては，ユー

ザーの上に，Contact Officer（連絡者）と Re-

sponsible Officer（責任者）という２つの役割を

果たす要員をユーザーの所属する機関の中から

選び，申請しなければならない。ただし，

CURFsを利⽤する主要な⼤学や政府機関など

では，これら Contact Officer と Responsible

Officer はすでに決まっている。

Responsible Officer は，その機関に属する

CURFsの利⽤者に関してまさに責任を負う者

であり，⼤学では学⻑・副学⻑クラス，政府機

関では各省の⻑官・事務次官クラス，⺠間機関

では CEOクラスの⼈などが原則としてこの役

にあたる。このような⼈たちが Responsible

Officer になるということは，CURFsを利⽤す

るのに所属機関のトップクラスの⼈の承認が必

要となることを意味する。しかし，当然のこと

ながら，こうした Responsible Officer が

CURFsのユーザーの利⽤状況を直接監視する

わけではない。むしろ，地位の⾼い⼈を Re -

sponsible Officer におくことには，CURFsの利

⽤には重⼤な責任が伴うことをユーザーに知ら

しめるという側⾯が強いのであろう。Re -

sponsible Officer は，次に⺬す Contact Officer

から定期的にその機関における CURFsの利⽤

状況などの報告を受けることになっているが，

実際は必要な署名を⾏う程度の役割であると思

われる。

⼀⽅，CURFsのユーザーと直接の接点をも

ち，ABS とも密接に関わるのが，Contact

Officer である。たとえばある⼤学で Contact

Officer となっている⼈は，CURFsの利⽤可能

なファイルリストを管理したり，所属機関にお

ける CURFs 利⽤希望者の申請書をまとめて

ABS に提出したり，CURFsの CD-ROMの保

管・配布をしたり，利⽤終了した場合にそれら

をABS に返却したりなどといった実務的な役

割を担う。また，後に説明する RADL（Re -

mote Access Data Library）を利⽤するための

パスワードなどを ABS から受け取り，管理し

たりもする。このように Contact Officer は，

簡単に⾔うと，ユーザーと CURFsの提供者で

あるABS との仲介役・連絡役である。

2.3.3 利⽤者の条件

ABS の CURFsは，利⽤に関して違法な⾏為

さえしなければ，官庁職員や⼤学等の研究者以

外でも，利⽤することが可能である。もちろん，

申請書類がきちんと作成され，違法な利⽤をし

ないという誓約をした上で，さらに Contact

Officer らを⽴てる必要があり（すでに Con-

tact Officer 等がいる機関であれば必要はな

い），その上で審査にパスすれば問題はないは

ずである。研究⽬的だけに限らず，商業⽬的で

の利⽤も認められている。

このように CURFsの利⽤は，申請が適切な

ものであれば，誰でも可能であると思われるが，

申請者は国内に限られる。海外からの申請は原

則として認められないが，ケース・バイ・ケー

スで考慮される場合もある。海外からの申請で

も考慮されるのは，オーストラリアの⼤学や政

府機関または各国の統計局と密接な提携関係に

ある機関の申請者の場合である。ただし，たと

えそのような関係にあったとしても，申請が認

められるという保証はない。

2.4 料⾦と提供形態

CURFs の利⽤料⾦は，表３に⺬されてい

る
(9)
。なお，料⾦には税⾦（GST ; Goods and

Service Tax）が含まれている。さらに，Basic

から Expanded への変更，Expanded から

Basicへの変更にも，1,320豪ドルの追加料⾦
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が必要となる。

表からわかるように Basic CURFs と Ex-

panded CURFsで料⾦の差はない。つまり，詳

細なデータだから⾼いというわけではない。

CURFsの作成や諸⼿続にかかる費⽤はほとん

ど変わらないことを反映しているものと思われ

る。

CURFsのデータへは，以下の３つの形でア

クセスすることができる。

� CD-ROM

� RADL（Remote Access Data Library）

� ABSDL（ABS Site Data Laboratory）

CD-ROMについては，Basic CURFsのみで利

⽤可能である。もちろん CD-ROM であるか

ら，⾃らの計算環境で⾃由に扱えるという⼤き

な利点がある。⼀⽅，RADL（Remote Access

Data Library）は，インターネットを通じて⼤

学などからABS の IT環境にある CURFsにア

クセスするものであり，Basic CURFs および

Expanded CURFs が利⽤可能である。より詳

細なデータである Expanded CURFs は，

RADL での利⽤に限られる，すなわち CD-

ROM では利⽤できない。上で述べたように

RADL利⽤者は，Contact Officer を通じて，パ

スワードなどが与えられ，CURFsにアクセス

することになる。RADLでは，システム内で提

供される SAS と SPSS で CURFsのデータを

分析することになっているが，出⼒の⼤きさや

性質などに制約があり，ユーザーのアクセス状

況はモニターチェックされる。また，ABSDL

はABS 内での利⽤のみで可能な特殊な利⽤形

態であり，他のデータセットをも統合して利⽤

できるようになっている。

なお，CURFsのデータの提供書式は，SAS

または SPSS に対応した形式で提供される。

2.5 学術機関での利⽤

⼤学での CURFsの利⽤については，特別な

協定がある。ABS-AVCC CURF Agreement と

呼ばれるもので，AVCCとは，Australian Vice

Chancellors Committee（オーストラリア副学

⻑委員会）のことである。

この協定には現在 32 の⼤学が参加しており，

研究・教育⽬的で CURFs を利⽤する場合に

限って，この協定のもとで，CURFsを「無料」

で利⽤することができる。これらの⼤学には，

当然，Contact Officer がおり，利⽤者は Con-

tact Officer を通じて，申請を⾏うことになる

（2.3.2参照）。ただし，たとえその⼤学に属し

ていても商業ベースのプロジェクトやコンサル

ティングに CURFsを利⽤しようとする場合に

は，この協定のもとでの利⽤はできず，所定の

価格（表３）で CURFsを購⼊しなければなら

ない。
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表３ CURFsの料⾦

CURFsへのアクセス⽅法 基本料⾦

CD-ROMによる Basic CURFs 1,320豪ドル

RADLによる Basic CURFs 1,320豪ドル

RADLによる Expanded CURFs 1,320豪ドル

Basic CURFs（CD-ROMまたは RADL）
と Expanded CURFs（RADL）

1,980豪ドル

（出典）表１に同じ。



３．ASSDAによるミクロデータの提供

はじめに述べたように，オーストラリアにお

いて本格的なデータアーカイブとしてミクロ

データを提供しているのは，ABS を別にすれ

ば，ASSDA（Australian Social Science Data

Archive）が唯⼀の機関である。以下では，

ASSDAの概要とミクロデータの提供状況をみ

ていくことにする。なお，ASSDAの概要につ

いては，Breusch and Holloway（2004）に適切

にまとめられており，参考になる。

3.1 ASSDAの組織

ASSDA は，オーストラリア国⽴⼤学（Au-

stralian National University ; ANU）の社会科

学研究科（Research School of Social Sciences ;

RSSS）の付属データアーカイブとして 1981 年

に設置された。設⽴の⽬的は，社会，政治，経

済などに関連するコンピュータで読み取り可能

なデータを収集・保存し，⼆次的な分析が可能

となるようにデータを利⽤者に配布することな

どであった。そして ASSDA は 2001 年１⽉に

組織が変更となり，ANUの ACSR（ACSPRI

Centre for Social Research ; ACSPRI社会研究

センター）の中に組み込まれた。

ここで ACSPRI とは，Australian Consor-

tium for Social and Political Research Incorpo-

ratedのことで，オーストラリアの⼤学や政府

機関の連合体として 1976 年に設⽴され，現在

33 ⼤学と 13 政府機関等が加盟している社会・

政治研究に関するコンソーシアムである。アメ

リカにおける ICPSR（1.2参照）を思い浮かべ

ればよいが，機能は異なっている。ACSPRIの

当初の⽬的は，データアーカイブとしての機能，

すなわち，様々な調査データの収集・保存・提

供，ならびに利⽤の推進（データを利⽤した研

究や教育のサポート）などであった。しかしな

がら，2001 年の組織変更以降，ACSPRIはサ

マープログラム・ウィンタープログラムと呼ば

れる社会科学におけるデータを利⽤した研究⽅

法や研究技術に関するセミナーを⾏い，教育活

動を⾏うことが主要な活動となっている。つま

り，データの収集・保存・提供といった狭義の

データアーカイブとしての機能は ACSPRIか

らは分離させられ，ASSDAがそれらの機能に

特化している。

このような機能の分離は，⼤学等の連合体で

ありANUとは別組織であるACSPRIと，もと

もとANUという１つの⼤学の付属機関である

ASSDAの管理・運営に関する境界があいまい

になってしまったといった経緯によるものであ

る
(10)
。さらにオーストラリアにおける政権が労

働党から保守連合に 1996 年に交代したことを

きっかけに，国⽴⼤学への補助⾦の削減などが

⾏われ，ANUとACSPRIのどちらに属してい

るのかあいまいな ASSDA に財政上の問題も

⽣じた。こうしたことから，ASSDA が

ACSPRIから組織上分離し，ANUの付属機関

としてACSRの中に組み込まれている。

もちろん，現在でも両者は密接な関係にあり，

ACSPRIのオフィスもオーストラリア国⽴⼤

学によって提供されているが，両者の機能や管

理・運営は区別されており，別個の機関として

扱われている。

また，現在ASSDAが組織として組み込まれ

ているACSRは，ACSPRIとANUの RSSS の

共同のイニシアチブによって設⽴され，

ACSPRIの寄付や ANUの助成等によって財政

的な援助を受けている。ACSR の主要な機能

は，社会科学等に関して重要な実証的研究を

⾏ったり，それらをバックアップしたりするこ

とであり，研究員がおかれ，さらに⼤学院⽣が

在籍して実際の研究が進められている。こうし

た実証研究は，特に政策に関連した研究に重点

がおかれ，RSSS とも研究の上で関連しあって

いる。
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これらの３機関は，いずれも場所的には

ANUにあるが，上記のようにそれぞれの関係

は，過去の経緯などから⾔ってもかなり複雑で

わかりにくい。組織的な関係はともかく，端的

に⾔えば，それらの機能は次のように簡単に要

約することができるだろう。

� ACSR：実証研究

� ASSDA：（狭義の）データアーカイブ

� ACSPRI：研究⼿法等に関するセミナー

の実施

これらの組織は，このような明確な役割分担の

もと，財政基盤や⼈的な関係などを密接にさせ

ながら，データアーカイブの機能を包含してお

り，そこにASSDAが位置しているのである。

3.2 ASSDAで提供されるデータ

ASSDAでは，現在，1500程度のミクロデー

タのデータセットが利⽤可能である。そのうち

の約３分の２（1050程度）は，オーストラリア

の⼤学研究者や⺠間調査機関が⾏った社会調査

や世論調査である。それ以外のデータとして，

政府機関等が関わった研究・コンサルティング

の結果としてのデータ，オーストラリアの近隣

諸国（ニュージーランド，パプアニューギニア，

インドネシア，カンボジアなど）のデータなど

がある。また ABS によるセンサスのデータに

ついては，⼀時はミクロデータを提供していた

時期もあったが，現在では 1966・1971・1976・

1981・1986・1991 の各年の集計データのみが

ASSDAによって保存・提供されている。

提供されるデータは，ASSDAのウェブサイ

トで検索が可能である。主に，データは，

� Australian Studies

� Non-Australian Studies

� Historical Census Data
(11)

と分類され，それぞれについて，⼈⼝，経済，

教育，労働，政治などに分けられている
(12)
。

各調査で提供されているデータの概要，すな

わち調査主体，調査概要，サンプリングの⽅法，

サンプル数，変数の数や内容といった情報は，

ウェブサイトのそれぞれの調査のリンクをたど

ることによって確認することができる（後述の

ようなインターネットを通じた簡単な無料の登

録が必要）。ASSDA で保管・提供されている

データはいわゆるメタデータであり，データ本

体以外の部分をウェブサイトで確認することが

でき，さらに基本的な集計表やオンライン上の

簡単なデータ分析の結果まで得ることができ

る。

3.3 利⽤条件や提供形態

ASSDAからデータの提供を受けようとする

者は，まず，⽒名，所属，希望データなどといっ

た基本的な情報を申請書類に記⼊する必要があ

る。ただし，所属が ACSPRIに加盟している

機関かどうかによって，申請⽅法や利⽤データ

の制約に違いがある。

これが受け⼊れられた後，さらに申請者は，

誓約書に署名することが要求される。署名に

よって申請者は，回答者のプライバシーを保護

すること，研究成果を公表する際にデータの寄

託者・配布者への謝辞を記すこと，公表された

出版物を２部提出すること，ASSDAの許可な

しにデータを第三者へ配布しないこと，などに

同意することが求められる。また，いくつかの

データセットについては，寄託者によって，追

加的な制限が設定されることもあり，こうした

制限の有無によって利⽤⽅法が異なっている。

こうした制限はいくつかのレベルに分類されて

いる。

提供されるデータの利⽤料⾦としてASSDA

が基本的に課すのは，１つのデータセットにつ

き 1,000豪ドルである。ただし，所属する機関

がACSPRIに加盟していれば，無料である
(13)
。

データは基本的にインターネットを通じたダウ

ンロードによって提供される。また，UK Data
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Archive 等によって開発されたウェブ上で稼動

する統計分析ソフト（NESSTAR）によって，

インターネット上で直接分析することができ

る。

結局のところ，利⽤者が ACSPRIに加盟し

ている機関に所属しているかどうか，寄託者に

よってデータ利⽤に制限がかけられているかど

うかで，利⽤条件は４通りに分類される。

ACSPRIに加盟していない機関に所属してい

る者でも，ASSDAのウェブサイト上で⽒名や

⾝分，e-mail アドレスなどの基本的な情報の登

録をすることで，利⽤制限のないデータであれ

ば，無料で NESSTARを⽤いた基本集計表や

オンラインでの簡単な分析程度は可能となる。

ただしこの場合でも，データのダウンロードは

有料となるし，制限のあるデータに関してはオ

ンラインでの分析にも料⾦がかかる。

また，ASSDAで提供されるデータのフォー

マットは，基本的に，汎⽤性の⾼い SPSSポー

タブル（SPSS portable）ファイルである。ただ

しその他のフォーマット（SASや Statistica な

ど）でも提供される場合もある。

3.4 データの寄託

ASSDAがデータアーカイブとしての機能を

果たすためには，様々なデータが収集されなけ

ればならない。そのためには，⼤学や⺠間機関

等が実施した調査のデータが，実施主体から

ASSDAに寄託（deposit）されることが不可⽋

である。いかに有⽤なデータが寄託されるか

が，データアーカイブの存⽴の基盤となると

いってもよいだろう。

ASSDAでは，積極的に寄託を受けるために，

そのサイト内でもかなりのアナウンスをしてい

る。データを寄託することの意義，すなわち研

究結果の再現性や妥当性のチェック，寄託前の

研究結果のさらなる発展，調査結果の保存等を

含めたランニングコストの低減，同様のテーマ

に関⼼をもつ他の研究者との交流，といったこ

となどが強調されている。

ただし，データの寄託を受けるに際して，

ASSDAでは寄託者に対して財政的な援助を与

えてはいない。もちろん，寄託に関して，様々

な助⾔を与えることは⾏っている。また，寄託

者は名前や住所といった個⼈情報を削除した上

で，ASSDAにデータを寄託することになるが，

これはすべての調査において，通常，調査実施

者が回答者に対して，他⼈に個⼈情報をみせな

いということが明⺬的あるいは暗黙的な前提と

なっているからである。つまり，調査実施者と

回答者からみれば第三者であるASSDAが，個

⼈情報に触れることは好ましくないという⽴場

である。しかしながら，ASSDAにデータが寄

託された時点で，⽒名や住所といった個⼈情報

に関する変数が残っている場合には，個⼈の特

定化につながる変数の削除といった単純な秘匿

措置が ASSDA によって⾏われる（ de-

identify）。また，前述のように寄託者は，利⽤

に対して，特定の利⽤制限を加えることもでき

る。

3.5 その他

以上のように，ASSDAの機能は，狭義のデー

タアーカイブ，すなわちデータの収集・保管・

配布に特化しており，セミナーや実際の実証研

究とは切り離されている。ただし，こうした機

能に加えて ASSDA では，International Fed-

eration of Data Organisations（IFDO）のオー

ストラリアの窓⼝的な役割を果たしており，

オーストラリアの研究者に IFDOに加盟する

データアーカイブの情報を伝えたりしている。

また，将来的には研究者の要求に応じて加盟国

のデータを獲得するような活動も視野に⼊れて

いるようである。

ASSDAは，その機能は限定的であるものの，

データアーカイブとして，イギリスの UK Data
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Archiveやアメリカの ICPSRに対応するオー

ストラリアの機関である。しかしながら，UK

Data Archive と⽐較すると，⼤雑把にいって，

予算や⼈員は 10 分の１程度しかない。こうし

た状況は，政府からの財政的な援助などとも⼤

きく関係している
(14)
。

４．わが国におけるデータアーカイブと

政府統計のミクロデータの提供

4.1 オーストラリアと⽇本のデータアーカイ

ブ

以上，オーストラリアのデータアーカイブと

して，ABS の CURFsとASSDAの現状につい

て概説してきた。両者について簡単に要約・⽐

較したのが，表４である
(15)
。

両者の決定的な相違点は，CURFsが，集中

型の統計機構をもつオーストラリアの統計局で

ある ABS⾃⾝で，⾃ら実施している政府統計

をミクロデータとして提供するものであるのに

対して，ASSDAは，完全な仲介機関で，他機

関が作成したミクロデータを収集した上で，提

供する形をとっていることであり，その結果，

⺠間の統計がほとんどとなっている。わが国で

いえば，ASSDAが SSJ データアーカイブに対

応している。

⼀⽅，ABS の CURFs は，提供されている

データがそれほど多くないという問題はあるか

もしれないが，主要⼤学から無料で利⽤可能で

あることなども含めて，⽇本のミクロデータの

提供・利⽤の現状に⽐べると，⾵通しのよいも

のになっていることは確かであろう。これは，
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表４ オーストラリアのデータアーカイブの⽐較

ABS（Australian Bureau of Statistics）
のCURFs

ASSDA

（Australian Social Science Data Archive）

設⽴時期・ミクロ
データ提供開始時期

・1984年（国⺠健康調査のデータ）が最初
・本格的な提供は1990年代から

・1976年設⽴（RSSSの付属機関）
・2001年よりACSRに吸収される

提供されるミクロ
データ

・ABSで調査される諸調査（表１参照）で，
センサスをはじめとする60調査程度

・基本的なデータ（Basic）とより詳細な
データ（Expanded）が選択可能

・⼤学や⺠間機関等の社会調査や世論調査
・近隣諸国の諸調査
など1500程度

利⽤条件

・ABSによる２週間以内の審査を通過し
た者が利⽤可能（原則として国内からの
み申請可能，例外あり）。
・申請には，Contact OfficerとResponsi-
ble Officerを定め，統計⽬的以外に利⽤
しないなどと誓約

・申請書を提出した後，誓約書を提出する。
ほとんど誰でも利⽤可能
・調査データの寄託者から利⽤者に対する
付加的な制約があるデータもある

提供形態

・CD-ROM
・RADL（インターネット経由で直接分析，
各⼤学で利⽤可能）
・ABSDL（ABS内のみで利⽤可能）

・インターネット経由でダウンロード
・NESSTARによる直接の分析も可能

提供フォーマット

・SAS
・SPSS
・RADL，ABSDLではSASやSPSSを直接
利⽤する

・SPSSポータブルが中⼼

料⾦
・1,320豪ドル
・ABS-AVCC CURF協定に加盟している
⼤学からの研究⽬的の利⽤は無料

・1,000豪ドル
・ACSPRIの加盟機関の場合は無料

データの寄託 ・基本的にABSの実施する調査
・ASSDA外の⼤学研究者や調査機関から
の寄託を募る



2.1 で述べたように，秘匿処理を⾏ったデータ

の開⺬に関して法的に積極的な裏づけがあるこ

との影響が⼤きいと思われる。⼀⽅，わが国の

政府統計に関しては，現状では統計法の制約が

あり，はじめに述べたように，そのミクロデー

タはオーストラリアや諸外国のように⾃由に利

⽤できない。しかし，ミクロデータの提供に関

して，もともとの個票データではなく，それを

匿名化した CURFsのようなミクロデータ（匿

名標本データ）であっても利⽤したいという要

望は強く
(16)
，実際に⽬的外使⽤の申請も継続的

になされており，ミクロデータの提供や利⽤が

促進されるように統計法が改正されることが望

まれる。この点に関しては，総務省で「統計法

制度に関する研究会」が設置され，統計データ

の⼆次的利⽤が推進されるような統計法制度の

検討が⾏われ，その成果は統計法制度に関する

研究会（2006）で取りまとめられている
(17)
。統

計データの⼆次的利⽤に関して，法制度が整備

され，同報告書で指摘されるような⽅向に進ん

でいくことが期待される。

4.2 望ましいデータアーカイブ

統計に関する法制度が⼆次的利⽤を推進する

ように整備された場合，どのようなミクロデー

タの提供形態が望ましいのであろうか。もちろ

ん，統計法の内容にもよるであろうが，後述す

るようにデータアーカイブが設置された上での

提供となるであろう。わが国にとって，データ

アーカイブの設置は，⼆次的利⽤のためのデー

タの提供という機能だけでなく，メタデータの

保存という意味でも重要である。現在のとこ

ろ，個票データの保存に関しては，必ずしも適

切に⾏われていない。

オーストラリアと違ってわが国の統計制度

は，総務省，経済産業省，農林⽔産省等々の複

数の省庁に散らばった分散型である。したがっ

て，データアーカイブもそれぞれの統計作成機

関ごとに設置するという⽅法もある。もちろ

ん，オーストラリアの ABS のように１つの機

関という⽅向も考えられる。統計法制度に関す

る研究会（2006）では，どちらがよいのかに関

しては，今後も検討していく必要があるとして

いる
(18)
。

しかしながら，それぞれの機関に対応した

データアーカイブが設置されたのでは，様々な

⾯（費⽤や場所だけでなく，専⾨家の育成等の

⼈的な問題も含む）で効率が悪く，何よりも利

⽤者からみれば，不便である。したがって，美

添（2004）でも述べられているように，できれ

ば単⼀のデータアーカイブであった⽅が望まし

い。このように考えると，アメリカやイギリス

などよりも，オーストラリアのような形態，す

なわち政府統計に関しては，ABS のみが提供

するという単⼀の政府統計に関するデータアー

カイブが，参考になるだろう。しかし，単⼀の

データアーカイブを設置する場合でも，分散型

と集中型の違いを考慮すれば，わが国で ABS

に対応する総務省統計局⾃⾝が直接ミクロデー

タを提供することは望ましくなく，単⼀のデー

タアーカイブをそれに付随する機関や独⽴した

機関（独⽴⾏政法⼈なども含む）として設置す

るといった形態の⽅が望ましいと考えられる。

もちろん，データアーカイブが設置されれば，

データの収集・保存・提供といったデータアー

カイブの基本的な機能だけでなく，利⽤者に対

するセミナーの実施や，匿名化の⽅法等データ

アーカイブに関する研究や実証研究に対する要

求も出されるであろう。もちろん，そうした機

能を含めた規模の⼤きいデータアーカイブが設

置されれば⾮常に望ましいが，オーストラリア

のASSDA等の場合のように，機能をいくつか

の機関に分散させるというのも１つの⽅法であ

る。

いずれにせよ，オーストラリアをはじめとす

る諸外国の例も参照しながら，わが国でも政府
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統計に関するデータアーカイブが設置され，政

府統計を⼆次的に利⽤しやすくなる環境が整え

られることが望まれている。しかも，できるだ

け早い実現が，統計利⽤者の強いニーズである。

注

(*) 本稿を作成するにあたり，ASSDA（Australian

Social Science Data Archive）の Sophie Holloway

⽒より多くの有⽤な助⾔をいただいた。記して謝意

を表したい。もちろん本稿における誤りは，すべて

筆者のみに帰するものである。なお本稿は，統計研

究会（2004）に所収の勝浦・⼩林「オーストラリア

におけるデータアーカイブの現状」を加筆・修正し

たものである。

⑴ 美添（2004），17ページ。

⑵ SSJ データアーカイブおよび統計データの⼆次的

利⽤全般については，佐藤他（2000）に詳しい。

⑶ 統計研究会（2006），１ページ。

⑷ 本稿の以下の記述は 2006 年７⽉時点での情報を

もとにしており，その後の変更等は反映されていな

いので注意されたい。

⑸ CURFsについては，ABS のウェブサイトやそこ

に掲載されている諸⽂書を参照した。

⑹ 統計研究会（2003），68ページ。また，具体的な条

⽂は，統計研究会（2005），86-88ページを参照され

たい。

⑺ Household Sample File の詳細については，Tre-

win（2003）を参照のこと。

⑻ Basic と Expanded以外に，Specialist というレベ

ルの CURFs も存在する。これは 2.4 で述べる

ABSDLでのみ利⽤可能な，Expandedよりも詳細

な情報が得られる特殊なデータである。

⑼ 以前は，提供されるデータの調査時期によって料

⾦に差がついていた（新しい調査の⽅が⾼かった）。

⑽ Breusch and Holloway (2004), p. 228.

⑾ ASSDAのサイトをみると，センサスのデータに

関しても，他のミクロデータと並列されているため

ミクロデータが提供されているように思えるが，提

供されているのは集計データのみであることに注意

されたい。

⑿ Breusch and Holloway (2004) pp. 224-226 では，

データを申請する多くの研究者が興味をもっている

代表的な４つの分野（Australian Election Studies，

National Drug Strategy Survey，Negotiating the

Life Course，Longitudinal Survey of Australian

Youth）について概説されている。

⒀ Breusch and Holloway（2004）で⺬されている料

⾦体系とは，最近では異なっているので注意された

い。

⒁ Breusch and Holloway (2004), p. 227.

⒂ 諸外国のデータアーカイブを⽐較するための同様

の表が統計研究会（2004）91-98ページに掲載され

ている。

⒃ はじめに述べたいくつかのプロジェクトによるミ

クロデータの提供は，匿名標本データである。また，

こうしたデータや⼆次的利⽤全般，データアーカイ

ブなど関する要望は，統計研究会（2006）で実際に

利⽤者にアンケート調査され，それらに対するニー

ズが⼤きいことが明らかにされている。

⒄ 同報告書では⼆次的利⽤以外にも，統計調査の⺠

間委託の推進なども検討されている。

⒅ 統計法制度に関する研究会（2006），35ページ。
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